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定期監査の結果に関する報告に係る措置の通知について 

 

令和２年１月２２日付け監査報告第３号により提出のありました定期監査の

結果に関する報告書において、改善が必要な事項として指摘のありました事項

について、別添のとおり改善措置を講じましたので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により通知します。 

  

  



監査の結果に基づき講じた改善措置 

 

上下水道局経営管理課 

上下水道局北部事務所 

市民部生活安全課 

                 

上下水道局経営管理課 

［指摘事項］ 

(1) 行政財産の目的外使用許可に係る使用料の算定において、以下の不適切

な取扱いが見受けられた。適正に事務処理されたい。 

ア 算定誤りにより本来徴収すべき額よりも多く徴収していた。所要の措

置を講じられるとともに、同様の事例が発生することのないようチェッ

クを強化されたい。 

イ 「電柱又は、電話柱を支えている支柱、支線類」の使用料について、

減免申請書の提出を受けずに減免していた。 

（改善措置状況） 

ア １日分多く徴収していた使用料について、令和２年１月１７日付け

で還付処理を行った。 

  また、使用料を算定する際には、今まで以上に正確を期すため、複

数名でのチェック処理を徹底し、適正な事務処理を行うこととした。  

イ 令和２年度行政財産使用許可から、「電柱又は、電話柱を支えてい

る支柱、支線類」についても減免申請書の提出を受け適正に減免処理

している。 

 

上下水道局北部事務所 

［指摘事項］ 

(1) 導水管、送水管、配水管及び給水管修繕待機業務（北部）の契約に当た

り、見積依頼書に記載した相手方の決定方法とは異なる方法によって、契

約の相手方を選定していた。見積依頼書には、相手方の決定方法として、

提出された見積金額の中の最低金額を交渉基準額として、有効な見積書を

提出した者と交渉の上、決定する旨が示されている。これは、上下水道局

に同業務を円滑に実施するため多数の業者と契約を締結したい意向がある

ことからも、交渉基準額に同意する複数の者と契約を締結するとの趣旨と

思料する。しかしながら、実際の手続きでは、見積り合わせによって最低

金額（３業者が該当）が決まった後に、その金額による交渉を行わず、最

低金額を提示しなかったその他の者と２回目の見積り合わせを行い、相手

方を追加（最初の見積り合わせの最低金額と同額を提示した５業者を追加）



していた。あらかじめ示した方法により適正に手続きされたい。 

また、業務の開始時間、終了時間等が仕様に指示されていない不備もあっ

た。適正な契約事務を行われたい。 

（改善措置状況） 

令和２年度の見積り合わせにおいて、見積依頼書に記載した相手方の決

定方法（提出された見積金額の中の最低金額を交渉基準額として、有効な

見積書を提出した者と交渉の上、決定する方法）により契約の相手方を決

定した。 

また、業務の開始時間、終了時間等については、仕様書に記載して令和

２年４月１日に契約を締結した。 

 

市民部生活安全課 

［指摘事項］ 

(1) 下関中央霊園年間管理料は、市の方針として債権の区分を「私債権」とさ

れ、「私債権」であれば地方自治法に基づく督促手数料及び延滞金を徴収で

きないが、所管課は、同管理料の未収金を徴収する場合にこれらを徴収して

いる。同管理料の債権の区分に応じ、適正に事務処理されたい。 

（改善措置状況） 

下関中央霊園年間管理料について平成３０年度から市の方針として債権

の区分を「私債権」として取り扱うこととし、平成３０年４月１日以降、「非

強制徴収公債権」として徴収した督促手数料及び延滞金は、不当利益に当た

るとの見解とされたため、同日以降に支払われた督促手数料及び延滞金につ

いては、使用者へ還付することとなった。 

これに伴い、該当する使用者に対し、令和２年２月１９日付けで還付通知

を行い、請求書の提出を受けた使用者より、順次、還付処理を行っている。 

なお、令和２年度の同管理料の納入通知より、債権区分が変更となったこ

とを盛り込み、督促定数料及び延滞金の欄は削除の上、使用者に請求する予

定である。 

 

(2) 大谷斎場空調設備保守点検業務に係る契約事務について、地方自治法施行

令第１６７条の２第１項第２号を適用し、一者選定による随意契約（以下「一

者随契」という。）としていた。一者随契を選択したのは、当該業務の相手

方となるべき者を「都市ガスの供給及び設備のメンテナンスができるガス事

業者」とし、これを満たす業者は市内で唯一都市ガスを供給している業者の

みとしたためである。しかしながら、当該業務は空調機器の保守点検業務で

あり、業務を遂行するにあたって、都市ガスの供給ができるガス事業者でな

ければならない理由は見当たらず、したがって、当該条項を適用して一者随

契とする根拠はなく、入札による契約が適切であったと思料される。安易に



一者随契を行うことがないよう、関係法令等に基づき、適正な契約事務を行

われたい。 

（改善措置状況） 

大谷斎場空調設備保守点検業務について令和２年度契約から、条件付き

一般競争入札を実施し、令和２年４月１日付けで長期継続契約の契約締結

を行った。 

 


